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三つの“持続不可能性”――“サステイナビリティ学”の批判的検討と「持続可能性」概念を掘

り下げる契機について 

上柿崇英（茨城大学） 

＜はじめに＞ 

気候変動に対する危機感の高まりが契機となって、近年ますます「持続可能性」という言葉は

ポピュラーなものとなった。もっとも人々になじみの深い言葉として、ロハス（lifestyles of 

health and sustainability）が挙げられるが、他にも“持続可能な社会（SS＝Sustainable 

Society）”、“持続可能な開発のための教育（ESD＝Education for Sustainable development）”、

“サステイナビリティ学（Sustainable Science）”など、とにかく“持続可能”という接頭語が、

今やわれわれの共通目標を表すものとして、あらゆる形で、またあらゆる場面で用いられるよう

になっている。 

しかし今日一般的に用いられている「持続可能性」概念は、人々を緩やかに結びつけることは

できても、おそらくわれわれを前進させる潜在的な批判力はほとんど持っていない。なぜならわ

れわれは「持続可能性」をこれだけ多用しながらも、それがいったい何を意味し、概念として何

を含むのかといった定義や概念の構造化について、しばしば意図的に避けてきたからであった。

その一方で、環境に対する多くの取り組みがなされる今日であっても、われわれは決して楽観的

でいられる状況にはない。それは 60 年代から 70 年代に環境主義を高揚させた多くの書物――

『沈黙の春（Silent Spring）』、『成長の限界（Limit to Growth）』、『人口爆弾（The Population 

Bomb）』、『閉じられた環（The Closing Circle）』――といった書物が、40 年を経た今において

もそのリアリティを失っていないところにも良く現れている。このことは端的には、われわれの

40 年あまりの努力にもかかわらず、問題の本質的なところは全く変わっていない、ということ

を意味しているのである。 

この章で試みたいのは、この「持続可能性」という概念をめぐって、そこにあえて定義を持ち

込み、その概念体系を少しでも前進させ、この曖昧な概念を“現在”を批判する中核概念として

展開できる可能性を模索することである。本章では初めに、持続可能性概念の原型となったブル

ントラント報告とその時代背景について確認し、次に近年新しい試みとしてわが国に立ち上げら

れた「サステイナビリティ学」について検討することによって、議論の展開の方向性を探ってみ

たい。そして最後に、この概念の潜在力を最大限に活用するための、いくつかの不可欠な契機に

ついて考察してみたい。われわれはこの分析を通じて、「持続可能性」概念の核心部分と、それ

に合わせた不可欠な契機が少なくとも三つ存在する、ということを明らかにするだろう。 

Ⅰ．持続可能性概念の起源と問題 

それでははじめに、「持続可能性」概念の歴史的な出発点を確認して行こう。 

（１）ブルントラント報告と「持続可能な開発
．．

」 

「持続可能性」概念の出発点は、1987 年の「ブルントラント報告（『Our Common Future』）」
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に記載された「持続可能な開発（sustainable development）」に由来している1。報告書によれ

ば、「持続可能な開発」とは「将来世代のニーズを満たしつつ、現代世代のニーズを満足させる

ような開発」として定義される2。そして二つの但し書きを加えると、ここでいう「ニーズ」と

は、特に「貧困を抱えた人々が必要不可欠なニーズ」、すなわち“必要物”としての意味が込め

られること、そしてこの概念には同時に「ニーズを満たすことのできる環境の能力」には明確な

限界がある、という意味が込められていることが理解できる。 

この報告書は、「環境と開発に関する世界委員会委員会（WCED＝The World Commission on 

Environment and Development）」によって書かれたのであるが、そこには 72 年の「国連人

間環境会議（UNCHE＝United Nations Conference on the Human Environment）」（通称ス

トックホルム会議）から 10 年あまり、「環境に向けた取り組みを世界規模で行っていくために、

発達段階の異なる先進国と途上国が協力して取り組める共通指針と長期計画を提示する」、とい

う明確な目標が存在していた3。つまり「持続可能な開発」概念が提起された背景には、かつて

ストックホルム会議において生じた対立図式――環境保全を掲げた先進国側と、環境政策は貧困

問題を解決させるために必要な経済発展の妨げになるとした途上国側との対立――を乗り超え

られるような国際的指針を考案する、という意図があったのである。 

そして「持続可能な開発」という概念が一層人々に知られるようになったのは、この概念が

92 年に開かれた「国連環境開発会議（UNCED＝United Nations Conference on Environment 

and Development）」（通称リオ・サミット）においてキーコンセプトとしてクローズアップ

されたからであった。180 カ国あまりが参加したリオ・サミットは、「気候変動枠組み条約」や

「生物多様性条約」などといった国際的合意が難しいと考えられてきた分野で条約が締結され、

「予防原則」や、「共通するが差異のある責任」の概念といった考え方が共同宣言に明記された

という点において画期的であり4、さらに共同宣言に示された原則を達成するための方策と、国

家、自治体、市民、女性、先住民それぞれの役割を記した実施計画である「アジェンダ２１」が

採択された。 

「持続可能な開発」という概念は、ここで先の共同宣言にも明記された。具体的には第 3 原

則に、「開発の権利は、現在及び将来の世代の開発および環境上の必要性を公平に充たすことが

できるよう行使されなければならない」、第 4 原則に、「持続可能な開発を達成するため、環

境保護は、開発過程の不可分の部分とならなければならず、それから分離しては考えられない」

とあり5、ここにはブルントラント報告の趣旨がほぼそのまま引き継がれていることがわかる。

そしてこのような形で広くアピールされることによって、国際社会の掲げる共通のキーワードと

して、多くの人々に知られることとなったのである。 

 

（２）「持続可能な成長」か、「持続可能な発展」か、あるいは「持続可能性」か 

確かにこのとき「持続可能な開発」は、国際的な共同指針の設定という面では大成功を収めた

のであったが、この時点ですでにいくつかの概念的混乱が生じていた。端的には、「持続可能な

開発」概念は、ここで大きく三つの異なる解釈のもとで人々に継承されたのである。 

第一は、「持続可能な開発」を環境的な修正を図った持続的な“経済成長”と理解するもので

あり、彼らはそれをしばしば、成長主義を正当化するスローガンとして用いた。そもそもブルン
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トラント報告では、「ニーズ満たすための環境の能力」について明確な限界があるとしながらも、

その限界は「技術や社会組織によって規定される」とされており、これは理解の仕方によっては

無限の経済成長も可能であるということにもなる6。 

ただしこのような理解では、“限界（limit）”という発想の生みの親である『成長の限界（limit 

to growth）』が 72 年の段階で提起して以来の問題意識を骨抜きにするものであった。同書の

テーマは、われわれが“これまでのあり方”をつづけると、それは必然的にある段階で「オーバ

ーシュート」、すなわち急激な人口の減少という破局を引き起こすということであり、成長では

なく人口をも含めた経済社会の「均衡状態（equilibrium state）」へ向かうことこそ唯一の道で

ある、ということを提起するものだったからである7。 

これに対して第二の解釈は、ここでいう‘development’を、経済成長や物質的な富を表すの

ではなく、もっと広い意味での“発展”を表すものとして位置づけ直すものであった。 

例えばエコロジー経済学者の H・デイリーは、E・Ｆ・シューマッハ以来のテーゼを引き継い

で、「成長（growth）」と「発展（development）」の違いを強調している。「“成長”とは、

規模の量的な増大、ないしはスループットの増大である。“スループット”とは、グローバルな

生態系からもたらされる未使用の物質やエネルギーが経済を通り、廃棄物として再びグローバル

な生態系へ戻っていくフローのことである。“発展”とは、財やサービスの質的な向上であり、

それらはスループットによってもたらされる人間の福祉を向上できる能力によって定義づけら

れる。･･････（すなわち）“持続可能な開発／発展”という理念は、成長なき発展のことである。」

8。この指摘は端的には、物質的豊かさ（生活の“量”）から、精神的豊かさ（生活の“質”）

への転換という目標を掲げる主張であり、このような理解に立てば、「持続可能な発展
．．

」は成長

主義に対立する概念として、批判的な意味合いを持ちうることになる。 

しかし今日幅広く用いられているのは、第三の選択肢である。すなわちこの紛らわしい“開発

／発展（development）”を一端取り除き、「持続可能な開発／発展」概念の本質を「持続可能

性（sustainability）」に見る形で一般化する方である。われわれが“環境”や「持続可能な開

発／発展」ではなく、「持続可能性」を用いることはいくつかの大きな利点があった。第一にわ

れわれが直面している環境危機を、個別具体的な問題解決として捉えるのではなく、その背後に

環境危機全体を包括的に乗り越えていく普遍的目標が存在するということを含意することがで

きること、また第二に、問題の核心が必ずしも資源枯渇や汚染への技術的な観点に限られず、社

会経済的なものを含む多様な角度から包括的に検討されるべきだという観点を含意することが

できること、そして第三に、無数の「持続可能な～～（sustainable ～～）」という派生概念を

作り出しながら、それを包括することができるようになる、ということであった。結局このよう

な概念の“包括性”が、共通の目標を必要としていた人々のニーズに、まさに応えるものだった

のである。 

（３）「持続可能性」概念の問題点

こうして「持続可能性」概念は多くの人々の共感を得、実際に大きな成功を収めた。そしてそ

の成功の背後にあったのは、まさにこの概念が持っていた本質的に包括的な性質であり、これに

よってあらゆる立場のステークホルダーを連帯させることを可能にしたからであった。興味深い
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ことに、「持続可能な開発」を継承する先の三つの選択のうち、第一と第二の選択肢はお互いに

対立する契機をもっていても、第三の選択肢を掲げることで、両者はゆるやかな
．．．．．

連帯
．．

を維持する

ことができる。同じように、異なるやり方を採用する集団であっても、また異なる現場の特性に

直面している集団であっても、より上位の目標を共有することでゆるやかに協働できるのである。

ここに「持続可能性」概念の核心はあった。 

ただし、この成功の背後には重要な課題が含まれている。それは端的には、われわれがゆるや

かな連帯やネットワークを重視するあまり、「持続可能性」についてのより踏み込んだ定義と枠

組みの設定を敢えて避けてきたことである。例えば第一と第二の選択肢が潜在的に対立するのは

‘development’に対する定義の違いが含まれているからである。同じように、もしここで「持

続可能性」をむやみに定義してしまうと、せっかく形成された連帯に冷や水を浴びせることにな

りかねない。それがおそらく「持続可能性」を掲げる人々が、それを連帯のための道具として用

い、その中身については規定を避けようとする根本的な理由であった。 

だが、ここで考えてみる必要があるだろう。興味深いのは、かつて柳父章が用いた「カセット

効果」という考え方である9。柳父によれば、日本では明治になって‘society’や‘liberty’、

‘individual’といった外国語が「社会」や「自由」、「個人」といった翻訳語として登場した

際、多くの人々は言葉の意味を十分に理解できていなかった。それにもかかわらず、そこで人々

が競って翻訳語を使い始めた背景には、難しそうな言葉の中に“中身は分からなくても重要な何

かがあるのではないか”という心理がそこに働いていたからであったという。柳父は、このよう

な言葉の持つ魔力を指して「カセット効果」と呼んだのである10。 

もちろんここでの問題を、翻訳語の問題と同列に扱うのは無理があるかもしれない。それにも

かかわらず、私は今日の「持続可能性」概念がこの「カセット効果」に近い心理的効果に支えら

れているように思えてならない。人々が必要としているのは、包括的なオルタナティブを指し示

す言葉、すなわち“カセット”であり、その中身は必ずしも大きな問題ではなかった。明確な定

義や枠組みを持たないことが、返って「持続可能性」をポピュラーなものとした理由はここにあ

るのではないだろうか。 

しかしこの状態は、「持続可能性」概念においては致命的である。なぜなら「持続可能性」概

念の本来の存在意義は、われわれが現実に環境危機に直面していること、そしてその包括的な“解

決”が迫られていることにあるからである。また環境危機の重要な特性は、ここにタイムリミッ

トが存在することである。後に再度取り上げるように、われわれは化石燃料が底を突く前に、求

められている包括的な持続可能な状態への“移行”を達成しなければならないのであり、化石燃

料はその“移行”に伴うコストとして考えなければならない。それにもかかわらず、化石燃料は

今なお、“現在”の維持と拡張のために大部分が使われ続けている。「持続可能性」の曖昧さは、

“現在”のなし崩しの延長しかもたらさない。無限の経済成長や、持続不
．
可能な“現在”を維持

することが「持続可能性」であるといえてしまえること、これは批判的な概念としては致命的な

欠陥なのである。 

もしわれわれが「持続可能性」概念を、単なる連帯の道具に終わらせることなく、未来への展

望につながる中核概念として用いる意思があるのであれば、われわれはこの概念の定義とその構

造化を避けるべきではない。そしてこのことを、人々の間に境界を設定することによる排除であ



5 

ると受け取ってはならない。それはあくまで議論を通じて概念を育てていくために必要な、いわ

ば避けられないステップなのであり、そのような理解が必要なのである。 

Ⅱ 「サステイナビリティ学」の試み 

それでは「持続可能性」概念はどのように定義され、どのような形で構造化を行うことができ

るのだろうか。ここでひとつの意味のある成果を提示したのは、「サステイナビリティ学」によ

る試みである。 

（１）「サステイナビリティ学」と IR3S

ここでいう「サステイナビリティ学（Sustainability Science）」は、2006 年に東京大学が中

心となり、全国 5 つの大学の参加と 6 つの協力機関によって設立された「サステイナビリティ

学連携研究機構（IR3S: Integrated Research System for Sustainability Science）11」によって

提唱された枠組みである12。そこでは新しい試みの目標を、「国際社会が抱える喫緊の課題を解

決し、地球社会を持続可能なものへと導く地球持続のためのビジョンを構築」することとしなが

ら、その目的を達成する「基礎となる新しい超学的な学術」こそが「サステイナビリティ学」で

ある、とされている13。また具体的には、5 大学 6 機関の連携によって、「サステイナブルな地

球温暖化対応策」、「アジアの循環型社会の形成」、「グローバルサステイナビリティの構想と

展開・社会経済システムの改編と科学技術の役割」という三つの連携研究課題を設定しながら、

「サステイナビリティ学教育」の開拓に向けた連携教育プログラムや、昭和シェル石油と結成し

た企業コンソーシアムである「エネルギー持続性フォーラム」産学連携事業など、幅広く精力的

な取り組みを見ることができる14。 

（２）「サステイナビリティ学」における定義と概念構造

とはいえ、本論にとって重要なのは、IR3S の拠点形成や個別具体的な実践というよりは、こ

の組織の立ち上げに伴って考案された「サステイナビリティ学」の概念構造である。以下、IR3S

機関長である小宮山宏の『サステイナビリティ学への挑戦』から、その外観を取り上げてみよう

15。 

小宮山によると、「サステイナビリティ学」では、まず“地球システム”と“社会システム”、

“人間システム”という、異なる次元に存在する三つのシステムを想定し、われわれが直面する

問題の核心を、この三つのシステム自体の、またそれぞれのシステムの関係性における“破綻”

として捉える（図―１）。 

ここでいう地球システム（global system）とは、具体的には「気圏・地圏・水圏・生物圏」

などを指し、資源・エネルギーを含む生態系サービスを通じて「人間の生存を保証する基盤」で

あるとされる。このシステムの“破綻”が意味するところは、例えば「オゾン層の破壊や地球温

暖化」などによって「人間の生存基盤」が失われるという事態である。 

次にここでいう社会システム（social system）とは、具体的には人間が作り上げてきた「政

治・経済・産業」などの社会制度を指し、「人間が（生存に加えて）幸福な生活を営むための基

盤」であるとされる。このシステムの“破綻”の意味するところは、「公害の進行や所得格差の

拡大」などによって、「幸福な生活を営む制度的基盤」が失われるという事態である。 
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最後にここでいう人間システム（human system）とは、「ライフスタイルや価値規範」を含

む、「人間自身の生存を規定する諸要素の総体」を指し、「健康・安全・安心・生きがいを保証

するための基盤」であるとされる。このシステムの“破綻”が意味するところは、「社会の複雑

化や環境の劣悪化」などによって、人間がこの「健康・安全・安心・いきがい」を保証され得な

いという事態である。 

ここで重要なのは、これらのシステムの“破綻”が、それぞれのシステムの緊密な相互作用に

よってもたらされている、という前提である。つまりここでは、それぞれのシステムにおいて生

じている“破綻”を、システムそれ自身の矛盾として捉えるではなく、あくまでシステム間の不
．

健全な
．．．

相互作用の結果として捉えようとするのである。それぞれのシステムは時代とともに変化

しており、その変化はそれぞれのシステムへの新しい作用を引き起こす。その作用はシステムの

内部構造に影響を与え、この内部構造の変化がさらに新しい作用を引き起こす。このような相互

作用の結果として、現在は「人間の生存基盤」、「幸福な生活を営むための制度的基盤」、そし

て「健康・安全・安心・生きがいを保証する基盤」がすべて“破綻”の危機を迎えてしまった。

このように理解するのである。 

したがって、「サステイナビリティ学」では研究の目標として、この三つのシステムの

関係性を解明し、特にシステムの“破綻”に結びついている相互作用のメカニズムを明ら

かにすることを掲げる。そして、この相互作用を“健全なパターン”へ移行させることで、

それぞれのシステムの再構築と修復を目指し、そのための方策とビジョンを明らかにして

いくことを目指す、というのである。 

（図－１）「サステイナビリティ学」の枠組み 

（小宮山広編『サステイナビリティ学への挑戦』p.6 より） 

（３）「サステイナビリティ学」の枠組みの持つ新しさ

以上のような枠組みは、いくつかの点において、「持続可能性」概念に対する非常に新しい試

みであったと評価できる。 
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第一の点は、この枠組みが“カセット”に過ぎなかった「持続可能性」概念に対して一定の構

造化された定義を与えたことである。これまで「持続可能性」は、多様な個別的問題群を包含し、

また多角的な分析観点を包含するという“包括性”以上の含意を十分に位置づけられなかった。

これに対して「サステイナビリティ学」では、まずその“包括性”が三つのシステムの枠組みと

して構造化され、さらにそれらがすべて現在は“破綻”の危機にあると位置づけることで、その

批判的起点を媒介としながら「持続可能性」の定義を引き出しているのである。すなわち、ここ

では「持続可能性」とは、三つのシステムがいずれも“破綻”の危機を克服した状態であり、よ

り正確には、「人間の生存のための基盤」、「人間が（生存だけでなく）幸福に生活を営むこと

のできる制度的基盤」、そして「健康・安全・安心・生きがい」を支える「ライフスタイル・価

値規範」などが、すべて同時に保障されている状態
．．．．．．．．．．．．．．．

、として定義づけられる。 

そして第二の点は、三つのシステムの想定に“人間”というキーワードが掲げられているとい

う点である。まず「サステイナビリティ学」では、三つのシステムの次元を想定したことで、“包

括性”によって濁されていた問題群を、それぞれ三つの異なる次元に関連するものとしてカテゴ

リー化することができた。しかしそもそも、地球システム・社会システムとは区別されうる“人

間システム”という概念を提示したことに、重要な意味があったのではないか。これまで環境の

議論では、“環境”と“経済”の対立を背景としながら、それを両立させる社会制度を模索する

という歴史的な経緯もあって、環境・社会・経済という次元の区別を頻繁に用いてきた16。しか

しここでは“社会（society）”と“経済（economy）”を区別するのではなく、あくまで“社会

（society）”と“人間（human）”を区別し、改めて“人間”というキーワードを大きく掲げた

のである。 

そして第三の点は、この枠組みによって、「持続可能性」に関わる研究を行うための、ひとつ

の研究指針を提示したことである。「サステイナビリティ学」は、“現在”をすべてのシステム

が“破綻”の危機にあるとしながら、その“破綻”の根幹を、システム間の不健全な相互作用に

ある、と規定した。そのことによって個別研究を、システム間の関係性の枠組みの中にそれぞれ

位置づけて行くことができるようになったのである。つまり「持続可能性」を追求することは、

個別的な課題を単にやみくもに掘り下げて行くことではない。それぞれの研究が個別的な問題を

対象としていても、その個別的事象がシステム間の相互作用としていかなるメカニズムのもとで

現象しているか、このことを掘り下げて行くのである。そしてその相互作用に関わる知見が蓄積

されることによって、ゆくゆくは三つのシステムが持っている動的なダイナミズムを明らかにし、

そこから解決策としてのビジョンを、新しい相互作用のメカニズムとして提示する。これが「サ

ステイナビリティ学」の枠組みに含意されている研究戦略であるといえよう。 

 

（４）「サステイナビリティ学」の枠組みにおける疑問点 

とはいえ、この枠組みにはいくつか問題が含まれているように思える。第一に、「サステイナ

ビリティ学」は、“社会”と“経済”ではなく、あえて“社会”と“人間”との次元を区別した

が、その定義づけは多分に曖昧であるという点である。まず定義上、社会システムは「政治・経

済・産業」を含む制度的基盤、人間システムは「ライフスタイルや価値規範」を含む、「人間自

身の生存を規定する諸要素の総体」とされている。さらに、前者は「人間が（生存に加えて）幸
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福な生活を営むための基盤」であり、後者は「健康・安全・安心・生きがいを保証する基盤」と

されている。 

ここにある矛盾のひとつは、「政治・経済・産業」を含む制度的基盤であっても、それが「人

間自身の生存を規定する諸要素」のひとつであること、逆に「健康・安全・安心・生きがい」は

「人間が（生存に加えて）幸福な生活を営む」ことに含まれるということである。つまり、先の

例では社会システムを人間システムの一部とみなせ、後の例では人間システムを社会システムの

一部とみなせてしまう、ということを意味する。さらに、「政治・経済・産業」と「ライフスタ

イル」の概念上の隔たりよりも、「ライフスタイル」と「価値規範」の概念上の隔たりの方が、

むしろ大きいのではないか。 

このような矛盾が生じた背景には、おそらく二つのシステムの次元を区別する際に、先に明確

な社会制度として見なすことができる「政治・経済・産業」などを社会システムとして先に規定

し、それにとどまらないものを人間システムに押し込めたからではないだろうか。人間存在を規

定するものとして、明確に制度的なものを社会システムの構成要素とし、そうでないものを人間

システムの構成要素としたのである。そのように考えると、なぜ概念上かなり異なる「ライフス

タイル」と「価値規範」が同じ人間システムに収まっているのかが理解できる17。

第二の問題は、まさにここでの論点に関連している。今度は、“システム（system）”とい

う概念についてである。そもそも“システム”とは一般的に、複数の諸要素が相互作用によって

構成している“まとまり”のことを意味し、その諸要素の関係的枠組みを“構造（structure）”、

そして構造全体がもたらす特有の振る舞いを“発現特性（emergency property）”と呼ぶ。 

このとき、地球システムと社会システムは、このようなシステム的な捉え方に十分なリアティ

を持っている。というのも、生態系や経済社会は特有の振る舞いを行う全体的な“まとまり”と

して、明確な自立性を持っているからである。ところが人間システムの場合、まずそもそもどの

次元において“システム”なのか、という問題が発生する。人間システムの“システム”は、人

間の個体のことを指しているのか、あるいは要素として存在する人間が構築するある種の“まと

まり”を指しているのか。まず前者の解釈に立つ場合、“システム”の全体が人間であり、“構

造”は人間の内部構造を指す。このとき“構造”は精神構造を指すかもしれないし、様々な器官

を要素とした身体構造を指すかもしれない。これに対して後者の場合、人間が“システム”を構

成する主たる“要素”となり、“構造”は人間の生み出す関係性の様式ということになる18。 

この問題の解決方法のひとつは、この両システムが“入れ子システム”であり、人間システム

はその両方の意味を包含している、と考えるものであろう。ただしそうなると、先の第一の問題

に再び立ち返らざるを得ない。つまり、なぜ人間が関係性において作り出す“まとまり”と、社

会システムが、異なる次元のシステムとして定義づけられるのか、あるいは、両者の区別が必要

なのであれば、その決定的な契機とは何か、ということである。そしてこのことを論じるために

は、“人間”がキーワードとなる次元を、そもそも“システム”と呼んでいいのか、という議論

から始めなければならないだろう19。 

おそらく人間システム
．．．．

という概念が出てきた背景は、明確にシステムとして捉えられる生態系

や経済社会をそれぞれ地球システムと社会システムと定義したことに対応させて、“人間”がキ

ーワードとなる次元をそのように呼んでいる、という極めて単純な理由に起因するのではないだ
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ろうか。しかしもし、「サステイナビリティ学」が人間システムという新しい概念の潜在力を十

分に発揮させていきたいのであれば、ここでの区別や概念構造の明確化は不可欠なものとなる。

端的には、ここでいう“人間”は何を意味しているのか、そしてなぜ“人間”をひとつ次元やカ

テゴリーとして掲げなければならなかったのかという理由を、理論的に説明しなければならない

のである。 

最後に第三の問題は、この枠組みをそのまま突き詰めても、われわれが向かうべき社会のビジ

ョンを打ち出すような強い指針や方向性は見えてこない可能性がある、という点である。確かに

先の研究指針によって、多くの個別的な研究を三つのシステムの相互作用のメカニズムとして位

置づけ、その知見の積み重ねによって、この枠組みはより重厚なものへと発展して行く可能性は

ある。とはいえ、枠組み自体がシンプルすぎるために、核となる論点が拡散してしまっているの

である。例えば先にみたように、われわれが向かうべき「持続可能性」は、ここでは定義上、「（生

態学的かつ物質的な意味での）人間の生存基盤」、「（生存に加えて）人間の幸福を保証する制

度的な基盤」、そして「健康・安心・安全・生きがい」を保証するような「ライフスタイル・価

値規範」が、すべて同時に存在している状態、となる。ここでは単に一般的なキーワードが並ん

でいるだけであり、「持続可能性」のための決定的な契機が見えてこない。というより概念体系

の構造上の問題として、決定的な契機になりうるものを位置づけられないのである。相互作用の

メカニズムを明らかにするという研究指針は新しかったが、ここでは依然として「持続可能性」

は“包括的である”という次元にとどまっている。そのため、個別研究はむしろ拡散し、研究同

士のつながりや関連性を見出す困難に、いずれ直面することは十分考えられる。 

この点からいえば、この概念の構造化を行った先人たちは、この概念構造を未熟なもので、今

後作り変えて行くべき暫定的なものであるとはじめから考えていたようである20。この枠組みを

前進させるためには、これまでみてきたように、先の三つのシステムの定義そのものを、批判的

かつ全般的に作り変えて行く必要があるのかもしれない。 

ただし、ここには別の考え方もある。「サステイナビリティ学」は一定の概念構造と定義の枠

組みを持ってはいるが、逆にこのシンプルさによって、多くの研究者を連帯させることができる、

という視点である。中核的な概念構造を敢えてシンプルなものとすることで、多くの研究チーム

を内部に包含させることができ、そこではこの三つのシステムをめぐる解釈すら多様性を許容し

て行こうという発想である。先の概念構造を、あくまで連帯のための道具と割り切り、「サステ

イナビリティ学」をあくまでネットワークの営みとするのであれば、これはひとつのあり方であ

ろう21。 

しかしわれわれの当初の問題意識に立ち返るのであれば、これでは先の“カセット”の延長で

あり、「持続可能性」概念の潜在力は生かしていくことはできない。つまりわれわれが現実に環

境危機に直面し、その包括的な“解決”が迫られていること、そして求められている“移行”に

はタイムリミットが存在しており、いたずらな“現在”の延長を乗り越えて行かなければならな

い、ということである。もしそのような批判的潜在力のある概念として「持続可能性」を引き継

いでいくのであれば、われわれは根本的に異なる視点を導入する必要がある。 

 

Ⅲ．三つの「持続不可能性」と、その批判的契機 
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さて、ここからは、「サステイナビリティ学」の試みを踏まえたうえで、あえてそれとは異な

る方針を持って「持続可能性」概念の構造化を独自に試みて行きたい。ただしここで展開してい

く枠組みは、いくつかの点で「サステイナビリティ学」との共通点を持っている。ひとつは、概

念の展開過程の出発点として、“現在”を批判するところから始めるということである。「サステ

イナビリティ学」では、このことを“破綻”と表現したが、ここではそれを「持続不可能性

（unsustainability）」と表現する。そしてもうひとつは、同じように“人間”をキーワードと

して大きく掲げ、地球環境・社会・人間という三つの大きな柱を立てるということである。ただ

しここではそれを必ずしもシステムと捉えない。さらに初めから三つの次元を設定するのではな

く、何が根本的に“持続不可能性”をもたらしているのかという論点を考察する中で、それが少
．

なくとも
．．．．

三つの形で存在し、そのカテゴリーが必然的に現れるという点を強調したい。 

 

（１）「環境の持続不可能性」 

それでは“現在”の「持続不可能性」を、どのように説明することができるのだろうか。この

とき、第一の論点として浮かび上がるのは、先の“限界”の問題である。ブルントラント報告は

『成長の限界』を受けて、わずかにこの論点を引き継いだが、それはきわめて限定的であった。

しかしわれわれは、われわれの社会や経済が根底的に依存する地球生態系には、歴然とした限界

が存在することをしっかりと引き受けなくてはならない。 

この限界の問題に対して、ひとつの理論的な枠組みを提供したのが、エコロジー経済学

（ecological economics）であった22。その最も中心的な理解について簡単に説明すると次のよ

うになる。まず生態系は経済社会に対して、一定の時間を通じて“使用可能な物質やエネルギー”

を供給する“生産力”と、同じように経済社会が排出した“使用不可能な廃棄物”を還元す

る“浄化能力”を持っている。そしてその上で、経済社会で行われているあらゆる活動が、

基本的にはその生産力と浄化能力に依存する形で存在している点を強調するのである。重要な

のは、この二つの生態系の“サービス”には限界があるということであり、この限界のことをこ

こでは環境収容力（carrying capacity）と呼ぶ。そして経済社会が生態系の生産力を超える資源

とエネルギーを消費し、浄化能力を超える廃棄を行うとき、それはそれぞれ、“枯渇”や“汚染”

となって現れるのである（図―２）。 

この枠組みはいたってシンプルであるが、“現在”の持続不可能性を考える上では、必要不可

欠な視点である。例えばこの枠組みに立てば、先の「オゾン層の破壊や地球温暖化」は、このよ

うな“汚染”のひとつとして理解できる。つまり生態系の浄化能力を超える経済社会の“廃棄”

こそ、ここでの核心なのである。また“汚染”は生態系を破壊するが、このことは将来の生態系

サービスをもたらすストックの破壊を意味している。つまりわれわれが、“汚染”によって環境

収容力そのものを縮小させていることを忘れてはならない。 

さらに重要なのは、われわれの社会が根本的に化石燃料に依存しており、大量の化石燃料を使

用することで“現在”を維持しているという点である。化石燃料を使用することは、実は本来の

生態系の生産力とは別のところから経済社会にエネルギーを投入することを意味している。われ

われはそのような生態学的に想定されていないエネルギーを大量に使用することによって、本来

使用できない量の資源を用い、物質を移動させ、そのエネルギーの消費にふさわしい廃棄物をも



11 

 

たらしている。そしてこのことが、今日の“資源枯渇”とあらゆる“汚染”の核心部分なのであ

る（図―３）23。 

 

確かにわれわれは、技術を用いて環境収容力を多少向上させることは可能かもしれない。しか

し“現在”が化石燃料に由来する恩恵のあまりの規模の大きさを考えてみれば、その可能性だけ

に依存することは避けなければならない。われわれは化石燃料のかなりの部分を、生産活動と輸

送に用いているのであり、技術的な改善はその“幾何級数的な拡張”には確実に追いつけないか

らである。また確かに、化石燃料以外のエネルギーとして代替エネルギーの議論がある。しかし

 

図－２ “定常状態の地球システム”における物質とエネルギー 

 

 

図－３ “持続不可能な近代の地球システム”における物質とエネルギー 
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②

③
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今日の風潮のように、例えば原子力に過度に期待するようなことは、やめた方がいい。なぜなら

原子力は、想定されていないエネルギーのフローをもたらすという意味では化石燃料と同じであ

り、われわれの直面する“汚染”を解決するどころか、拡大させるからである24。 

われわれが選択すべきなのは、われわれが使用する資源・エネルギーの量と、廃棄物の種類と

量を「環境収容力」の水準に適合させられるような、根本的に“新しい社会様式”へ移行さ

せる道である。このためにはエネルギーの効率化を今以上に進める事だけでなく、原則として

再生エネルギーによって成り立つ社会であること、そして現在のようなエネルギーと資源の量に

よって人間の福祉や幸福を維持する社会構造そのものを根本的に改めなければならない。した

がって当然、この社会の“移行”には多くのコストがかかる。化石燃料を“現在”の延長で

はなく、この社会システムの根本的な“移行”にこそ用いるべきだと指摘してきたのは、このた

めなのである。 

それにもかかわらず、われわれの社会はその方向性には進んでいない。化石燃料や原子力とい

った再生不可能なエネルギーの使用を前提とし、また生産と輸送によってそれを浪費する社会シ

ステムをますます量的に拡大させている。そして残念ながら、これが今なお追求されている“経

済成長”の本質なのであり、そのような経済を維持する能力は、そもそも生態系には備わっ

ていないのである。 

ここですでに、第一の｢持続不可能性｣は明らかとなった。すなわち、われわれの社会経済が環

境収容力を超えた量の“使用”と“廃棄”を行い、またそれだけの量を“使用”・“廃棄”しなけ

れば人間の福祉や幸福はおろか、社会システムそのものすら維持できないような形になっている、

ということである。本論ではこの論点をさして、｢環境の持続不可能性（unsustainability of 

environmental）｣と定義したい。 

 

（２）「社会システムの持続不可能性」 

次に、われわれが問題にしなければならない「持続不可能性」は他にもある。それは端的には、

“現在”の社会システムの持つ際だった“硬直性”の問題、別の言い方をすると、“予測不可能

な危機”に対する“脆弱さ”、である。 

この論点を理解する上で有益なのは「社会―生態システム論（social-ecological system 

theory）」であるが、その枠組みについて簡単に触れておく25。まず生態系と社会システム

はともに、予測不可能な振る舞いを行う複雑系でありながら、同時にフィードバックに対

して自己組織化を行う適応システムである。そしてこの二つの“複雑適応システム”は、

相互にフォードバックと自己組織化を繰り返す“複合システム”でもある（図―４）。 

ここで重要なのは、一方のシステムが大きな変化を“攪乱”として他方のシステムにも

たらしたとき、その変化が一定の規模であれば、システムはその変化を自己組織化によっ

て吸収できるが、それが一定の限度を超えると、システム全体が崩壊し、自己組織化によ

ってまったく異なるシステムへと転換する可能性がある、ということである。例えば社会

システムが草原生態系に撹乱を引き起こす時、一定の範囲であれば、草原生態系は自己組

織化によってそのシステムの均衡状態を維持することができる。しかし例えば過放牧のよ

うに、その撹乱が限度を超えてしまうと、草原生態系は砂漠生態系への移行という不可逆
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的な変化を引き起こす。しかも多くの場合その変化は予測できない形で引き起こされる。 

実は、われわれが直面している環境危機とは、まさに社会システムによる攪乱”が生態

系に引き起こした“予測不可能な振る舞い”のひとつなのである。そして社会システムは

今や、“逆方向からの攪乱”に直面している。ここでわれわれの社会システムが崩壊するの

か、僅かなシステムの自己組織化で間に合うのか、われわれは今この地点にいるわけであ

る。 

原則として、予測不可能な危機に対するシステムの適応能力は、そのシステムの内部構

造によって決定づけられる。ひとつは、システムの内部構造に多様性が保持されているこ

と、そしてもうひとつは、システムの内部にどれだけ自立的な入れ子構造が確立している

か、である。つまりシステムの内部に、多様化したサブシステムの階層が幾層にもわたっ

て自立的に機能している状態こそ、もっとも柔軟性と適応力を持つのである（図５）。 

この点で言うなら、そもそも人間の社会は、つい最近まで多くの環境の制約を受けなが

ら、その条件の元で固有の文化を形成してきたのであった。そこでは生態系と社会システ

ムとの間の長期にわたる共適応が起こり、共同体は多くの場合、ローカルな生態系の振る

舞いに対する潜在的な危機への対応能力や適応能力を、固有の社会制度として発達させて

きたのである。つまり社会システムはローカルな生態系に見合う多様な形で構築され、ま

たそれらは分散し、全体として幾重もの入れ子構造も備わっていたのである。 

ところが“現在”の社会システムは、この方向性とは全く逆の論理に従って構築されて

 

図－４ 社会―生態複合システムの相互作用に関するイメージ 

（Nogaard(1994). Figure B8.1 より―原図は Terry Rambo. 1988. 

 “Conceptual Approaches to Human Ecology.” Honolulu. East-West Environment and Polocy 

Institute, Research Report 14.） 
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きた。この社会様式は、人間や資源を大規模に“一元化”して統合し、また社会の枠組み

を“画一化”することで、飛躍的な効率化と未曾有の経済成長を実現してきたのであり、

この特徴は例えば今日のグローバル経済の構造に際立った形で現れている。われわれが最

近まで見過ごしていたのは、“現在”を作り出した社会システムが、化石燃料の使用を前提

とする形で構築されてきたシステムであったため、ローカルな生態系の環境制約を無視し、

生態系からのフィードバックを一方的に排除することが可能であるような、いわば錯覚を

もたらしていたということである。そしてわれわれ自身が、自然の振る舞いをすべて完璧

に予想し、コントロールできると長年信じてきたことが、この論理の拡張に拍車をかけて

きたのであった。 

しかしこの様式は、生態系からのフィードバックが一端手に負えない規模で発生すると、

その“一元的”かつ“画一的”な特性によって、社会システムは硬直化し、危機に十分な

対応ができない“持続不可能なもの”であった。これこそ、本論で定義する「社会システ

ムの持続不可能性（unsustainability of social system）」が意味することである26。 

環境危機に直面したわれわれはこれまで、それをいかにして予測しコントロールしてい

くかということに最大の努力を払っていた。しかしここでの議論の核心は、社会システム

が生態系への大きな攪乱要因となる限り、これからも予測不可能な未知の危機は必ず生じ

るということであり、われわれが今考えなければならないのは、予測とコントロールとは

異なる発想、つまり予測不可能な危機を前提としたときに、どうすればわれわれの社会が

そのような危機に耐久性のあるものになりうるのか、ということである。そしてその社会

システムの方向転換と再構築をいかにして達成できるのか、ということを考えなければな

らない27。 

 

 

 

図－５ “一元化”・“画一化”されたシステムは、予測不可能な危機に対して脆弱であり、システム内部に“階層的

な入れ子構造”をもつことで危機に対して適応力を高める。“階層的な入れ子構造”は“多元化”・“多様化”された

システムであることを意味し、これらの要素は、いったん生じた危機がシステム全体に波及するのを防ぐ。 
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（３）「人間存在の持続不可能性」 

とはいえ、“現在”の「持続不可能性」には、第三のものが存在している。それが、“人

間”に関わる「持続不可能性」である。それは端的には、人々が生活の次元において、互

いに協力しながら問題解決を行っていくことに多大な困難を抱えている、ということであ

る。 

近代の約束されたシナリオによれば、人間存在は、近代的な社会システムが発達するこ

とによって、伝統的共同体の迷信的かつ対人的なくびきから解放され、市民的な自由を獲

得し、自律した存在として新しい協働関係を作り出すはずであった。生産と消費を市場経

済の自由な取引の中で営み、また社会保障を国家が担うことで一定の平等がはかられ、自

由と平等が保証された市民は、社会や国家の課題に対して、それぞれが責任ある主体とし

て積極的に議論を行い活動する、はずであった。 

ところが、そうはならなかったのである。まずわれわれは確かに、生活に必要なあらゆ

る物資を市場から調達でき、また国家による様々なサービスを享受できるようになったが、

他方で、もともと存在してきた市場と行政を介さないあらゆる手段の基盤を無用なものと

して取り壊してしまった。したがって経済成長によって市場システムと行政システムが上

手く機能しているうちはよかったのだが、いざそれらが機能不全に陥り始めるやいなや、

人々には自らの生存を保証できる代替手段が、もはやどこにも残されていなかったのであ

る。この問題は今日盛んに取り上げられているセーフティーネットの問題であるといえよ

う。 

しかしより重要なのは次の点である。“現在”の人間存在が置かれている状況の核心は、

この危機的な社会の状態を何とかしようと思案しても、個人があまりに分断されているた

めに、自発的な相互扶助や協力関係を構築できないことにある。われわれはあたかも、市

場・行政両システムという巨大な車輪に、ひとりひとり別々に“ぶら下がる存在”である

かのうようである。ひとりひとりは手を伸ばせば十分に届く距離にありながら、両手がす

でにふさがれてしまっているために、多くの人は手をつなぐことすらできないし、つない

だ手は簡単に振り切られてしまう。つまりいまや人間存在は、空間的かつ物理的には身近

に存在していながら、社会的かつ精神的には、存在論的に切り離されているのである。“社

会”は存在しているが、そこには“共同性”も“公共性”も欠落した広大な空間のみが茫

漠と存在している。こうして人は危機を意識しながらも、なすすべもなく、市場システム

や行政システムが機能を回復するのをただただ待つしかない28。 

 このことが意味するのは、人間がお互いに助け合ったり、協力して問題解決に挑んだり

するためには、そのための何らかの“社会的な基盤”が必要であるが、市場に関連する貨

幣を媒介とした関係的基盤や行政に関連するサービスを媒介とした関係的基盤は、それを

代替することができないということである。市場システムや行政システムが生み出す人間

の関係性は、機能的に組織化されたものであり、人間が本来生活の次元で作り出す関係性

とは質が異なっているからである。 

また人間が関係性を構築し相互扶助や協力を行うためには、関係性に関するある種の“技

術”が必要であり、これは後天的に学習されなければならない。しかし先の社会的な基盤
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の欠落は、他方で人間存在がそのような関係性を構築する技術の習得の機会を喪失してし

まうことを意味した。人はシステムの発達によって他者との関係性を簡単に切り捨てられ

るようになり、それを“自由”と呼んだ。しかしそれは自らの持つ関係的な潜在力を成長

させる重大な機会を放棄するということであり、結局は孤立した群衆を生み出す契機でし

かなかったのである29。 

さらに、ここでいう社会的な基盤の欠落の持つもうひとつの重要な意味は、人間存在が

生物学的にも、他者との対面的かつ身体的かつ、継続的な関係性を必要としている、とい

うことである。これは人間存在の“リアリティ”や“自己確証”に関わる問題であるが、

おそらく今日の自殺や精神病理といった現象は、ここでいう人間の関係的な様式に深く関

連しているように思える30。 

いずれにせよ、以上の論点から、われわれが扱うべき第三の「持続不可能性」の輪郭は

明らかになったように思える。すなわち“現在”では、人間が他者との間に関係性を構築

し、自発的な相互扶助と、問題解決のための協力関係を生み出すことが著しく困難である

こと。またその関係性を維持し構築に向かわせるための社会的な基盤が失われていること。

これを本論では「人間存在の持続不可能性（unsustainability of human）」と呼びたい。 

この問題は、環境危機とも深く関連する。なぜなら先に見たように、環境危機のひとつ

の本質が、予測不可能な危機に対して社会システムが十分に対応できずにいることだとす

れば、われわれは社会制度にすべてを任せるのではなく、未知の問題を人間のレベルでも

十分に解決して行けるような社会を目指さなければならないからである。そしてもうひと

つの意味合いとして、仮に環境問題が克服できたとしても、この人間の病理や孤立の問題

が解決できないものであるなら、それは本当に求められているオルタナティブであるとは

言えないからである。 

この問題を解決するためには、先の関係性を支える社会的な基盤をいかにして新しく構

築することができるのかを考えていく必要があるだろう。近年研究されているコミュニテ

ィ論や“ソーシャル・キャピタル”といった概念はある程度有効かもしれない31。いずれに

しても、先の伝統的共同体の解体から自律した個人へという近代のシナリオはもはや修正

されるべきであり、人間存在の関係性を理解するための大胆な取り組みが必要とされてい

るといえよう。 

 

（４）三つの「持続不可能性」から見える「持続可能性」 

さて、これまでわれわれは順を追って“現在”が少なくとも三つの「持続不可能性」を

抱えているということについてみてきた。そして三つの「持続不可能性」の克服は、いず

れも根本的な社会様式の“移行”が必要としていることを、確認してきたつもりである。 

したがって「持続可能性」とは、ここでは次のように定義できるだろう。「持続可能性」

とは“現在”ではないオルタナティブな社会の状態であり、その社会は次の三つの条件を

満たしていなければならない。すなわち第一に、経済社会の量的な規模は環境収容力にふ

さわしいものであること、また第二に、社会システムは予測不可能な自然の振る舞いに対

して十分な適応能力を発揮する形で内部構造が組織化されていること、そして第三に、そ
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の社会様式は人間が関係性を構築し問題解決に向けた協力関係を生み出せる基盤を保持し

ていること、これである（表－１）。 

環境の持続可能性 社会システムの持続可能性 人間存在の持続可能性

オーバーシュート 社会システムの硬直化 人間存在の孤立・社会病理

生態系の「生産力」・「浄化
能力」を逸脱した経済社会
の”消費”と”廃棄”がなけ
れば、社会システムや人間
の福祉を維持できない状態

予測不可能な危機が発生した際に、”
一元化”や”画一化”によって硬直化し
た社会システムが、十分な対応能力を

発揮できない状態

人間が関係性を構築し、自発
的な相互扶助と、問題解決の
ための協力関係を生み出すこ
とが著しく困難である状態

基点 環境収容力
社会システムのレジリアンス

（柔軟性・適応能力）

コミュニティ
ソーシャルキャピタル
共同性／協働性

持続可能性へ
の条件

原則として再生エネルギーに

よって社会が成立し、人間の
福祉が実現できる状態

価値・知識・技術・方法論の多様性と、シ

ステムの内部構造が分散化した幾重もの
自立したサブシステムによって、複数の階

層的入れ子構造として確立している状態

人間が他者との関係性を構築し、

維持することのできる社会的な基
盤が確立されている状態

持続不可能性
の定義

（表－１）三つの持続可能性／持続不可能性の定義 

 

これらの三つの「持続可能性」は、当然相互に関連している。特に重要なのは、われわ

れが会システムの根幹として設計してきた、一元的な行政システムと市場経済システムを

どのように扱っていくのかということであり32、少なくともわれわれはこの構造を再構築し

ながら、それを補完する社会基盤を同時に作り出す必要がある。例えば両システムを多元

化、分散化し、システムの内部に複数の自立したガバナンスと物質循環の階層を構築して

行くことがあるだろう。そして多くのエネルギーを輸送に費やすのではなく、ローカルな

地域社会の再生産と非物質的な人間の福祉に用いて行く方法を模索しなければならない。

さらにこの地域社会が自立したものになるかどうかは、“生活”を媒介としながら、人が

いかにして関係性を構築できるかどうかに関わっているだろう。 

また、この三つの「持続不可能性」には、われわれが信じてきた世界観もまた、共通し

て関わっている。つまり、人間の幸福の本質を物質的な消費の量と見なしてきたこと、ま

たすべての存在を完全に予測しコントロールできると見なしてきたこと、そして人間存在

の理想は個人として自律することであり、その本質を関係性ではなく個体的な精神の自立

と見なした、といった認識である。これらはすべて再考されなければならないだろう。 

 

Ⅳ おわりに 

われわれは本論を通じて、いかにして「持続可能性」概念を、“カセット”にとどまらない批

判的な潜在力を持った概念として定義できるか、という目標を掲げてきた。ここでは一定の定義

や概念の構造化を行うことができたと思われるが、もちろんここで展開された枠組みはひとつの

試案に過ぎない。 

また「持続可能性」概念を継承した多くの人々が危惧したように、確かに定義は境界を産み、

連帯に水を差すものであろう。その意味では、「サステイナビリティ学」は、緩やか連帯を行い

ながらも、共通の研究方針としての一定の枠組みを持っている。その点では、適切なバランスを
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持っている、ともいえるかもしれない。 

しかし繰り返すように、もしわれわれが今後ともこの概念を掲げていきたいのであれば、われ

われはこの定義や概念の構造化といった作業を避けるべきでない。概念とは、常に議論を通じて

練り上げられ、更新されていくものである。しかしそのためには、継続的な議論がなくてはなら

ないし、その議論というのは、土台となるいくつもの“素案”があってはじめて発生し得えるの

である。 
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